
利益集団（InterestGroup）行動のシステム

決定要素

I 近代化（Modernization）のパターンと水準

II 政治的文化

m 政策決定（Decision-Making）の構造

町公共政策（PublicPolicy）のバターン

第2部内部力学（InternalDynamics) 

V 独立後インドの財界

VI インドにおける外国資本の組織 ASSOCHAM

（商工会議所連合〉

インド資本の組織一一地域的発生

インド資本の組織一一FICCI（インド商工会議

所連盟〕

第3部接近（Access）の径路と影響力

IX 世論と財界

X 政治，選挙，財界

刃議会と財界

行政府と財界，公的アプローチのパターン

行政府と財界；連絡とロビー活動

アプローチの径路と影響力

結論

xv 利益集団行動と公共政策

著者によると，本書の目的は「ある一つの利益集団

（この場合は財界を指す）の性格と行動を政治的環境の

なかで決定する複雑で力学的な諸関係を明らかにし，そ

の集団の介在が政治システム全体にとって機能的である

かそうでないかを確定すること」（p.xiii）である。その

ためのアプローチとして，第1部は，インドにおける利

益集団活動の媒介変数（parameter）を決めるシステム的

な要因を取り扱う。第2部では，インドの財界人が，集

団的行動をするために自らを組織する上で，直面する諸

問趨に光を当てるとともに，特に家族を基体とする企業

（「財閥」）と近代的組織との相互作用を取り扱う。第3

部では，財界が個別に，あるいは集団的に政府の政策決

定者に対して要求を押しつける場合のアプローチの径路

と影響力を取り扱い，同時に，財界がインドの公共政策

とインドの政治的システムにおよぽす全般的インパクト

を評価することを目的としている。そして，この第3部

の課題が本書の中心となっている。
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アメリカの政治学者でインド政治研究で知られるS・A・

コチャネックは，最近， 『インドにおける財界と政治』

と遁する労作を発表した。コチャネックは現在ペンシル

ヴァニア州立大学に所属しており，今までインドの政治

分析に関しては， 『インドの国民会議派』などの著作が

ある。評者は，政治学を専門に研究しているわけではな

いが，インド資本主義発達史の観点から，コチャネック

が追及しようとしている課題に対して関心をもってき

た。インドにおける財界と政治の関係の問題は，見ljの言

い方によれば，インド・フツレゾョアジーと国家権力との

関係を基軸とする問題である。インドの国家権力の性格

をどう規定するかをめぐって，インド内外を通じて，論

争がいろいろな形で行なわれている現在，財界と政治と

の関連は， インド資本主義論を深めていこうとする立場

からも，避けて通ることのできない課題とな円ている。

1947年の独立以来，インドの中央政府は一貫してイン

ド国民会議派（IndianNational Congress）の手中にあ

る。この国民会議派が政党としていかなる階級の利益を

代表しているかに関して，インド内の野党の聞でも評価

は一定してヤなu、。野党のなかでは相対的に強い影響力

をもっていたインド共産党（CommunistParty of India; 

CPI）が1964年に分裂したのも，実に会議派をどう理解

するかの問題が重要な分裂の契機であった。会議派は，

常に「民主主義・社会主義・非宗教主義Jをそのスロー

ガンとして掲げてきており，「反独占」「士地改草」をl叫

んできているところから，その階級的基盤を解明してい

くことは意外に困難な仕事なのである。コチャネックは

問題意識と観点は異なるが，数多くの財界人とインタビ

ューを行なうことにより，財界と政治との関係一ーより

具体的にいえば財界と国民会議派との関係を対象として

考察しており，評者の観点からしでも興味ある労作とな

ってν、る。 国

先回りして，コチャネックの結論からみてみよう。「結

局，民間部門の規模そのものはしばちくは存続を続ける

107 

]] 

本書の構成は以下のようになっている。
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であろう。今日においでさえ，財界と政府はお互いに認

めている以上に，実態上は相互依存関係にある。民間部

門と公共部門の利益は互いに相容れないとして諮られる

ことが多いが，過去20年間，イン 1，の政治を分裂させて

きた争いが起きたのは，伝統的セクターでのカースト，

コミュェティ，言語，地域的利害に関してであった。近代

的官僚と財界と政治家は各々が認識している以上の共通

点をもっているといえよう。その共通点とは，生産増大

と経済開発であり，それが欠ければインドに非宗教的民

主主義を確立しようとする試みを「欠乏の政治』がおお

いつくしてしまうかもしれないのであるJ(p. 338）。さら

にコチャネックが次のように指摘していることは注目さ

れよう。多くのことが推測され，断言されているけれど

も， 「利益集団としてのインド財界の実情に関してほと

んど知られていない。一層知られていないのは，組織化

された利益集団の機能であり最も知られていないのは，

共通の認識として考えられている財界の公共政策におよ

ぼす影響力の範囲である．」（p.321）と。

コチャネックが指摘するように，われわれが新聞のニ

ュースをフォローしている限りでは，インドの財界と政

治との相互関係はなかなか把握することが困難である。

インドの政治的風土として，財界人の社会的ステータス

が実際の力以下に低く評価されたり，あるいは会議派を

含むほとんどの政党が， 「独占資本の横暴」を非難し，

「社会主義」のスローガンを掲げており，財界と会議派

を含む諸政党が厳しい対立関係にあるような印象を与え

ている。

コチャネックの分析方法が，一定の限界をもっと恩わ

れる点があっても，生産増大と経済開発という共通軸で

近代的官僚と財界と政治家が結ぼれていると指摘してい

ることは注目されてよい。そして，その生産増大と経済

開発は，民間部門の成長と両立する側面なのである。

N 

コチャネックが財界と政治との関係を示す上で出して

いる例で興味深いのはピルラ財閥と会議派との関係であ

る。会議事派政権の「反独占，反財閥」のスローガンにも

かかわらず，インドの 2大財閥の一つであるビルラ財閥

の頭主 G・D・ピlレラは，会議派政権を一貫して支持して

きた。特に注目されるのは， 1969年末国民会議派のガン

ディー首相を支持する「左派」とモラルジ・デサイ，シ

ンディケートを軸とする「右派」の分裂以降も， 「独占

の横暴」をとりわけ声高に非難したガンディー首相ら
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「左派」を公然と支持してきた事実（p.225）である。

1969年の会議派の分裂は14大商業銀行固有化問題が直接

的契機となったが，ビ、ノレラ財閥の影響力が大きいFICCI

（インド商工会議所連盟〉は銀行国有化と綿花取り引き

の悶有化に関連して，グンデ、ィ一首相非難を差し控えた

のである。ガンデ‘イ｝首相とシンディケートの対立が明

らかになった時点で，ピノレラ・グノレーフ。がガンディ一首

相支持を決めたのは，ガンディ一首相こそ政治的安定

をインドにもたらすことができるという判断であった。

1971年の第5次総選挙のときも，ピルラ・ク勺レープ，そ

の他のマ1レワリ・グループ。は，ガンディー首相の急進的

レトリックにもかかわらず，ガンティー首相を支持した

のである（pp.224～225）。

G•D ・ピルラは，ガンディー主義（モハンダス・カラ

ムチャンド・ガンディーのこと〉がインドにおいて左翼

を封じ込める最も有効な方法であるとして，ガンディー

主義に導かれる会議派を支持していたのである（p.215）。

コチャネックの文章を少々長いがそのまま引用しよう。

「……G・D・ピルラは，会議派こそ政治的安定をもた

らし，共産主義者の政権奪取を阻止しうる唯一の政党で

あると確信していた。カルカッタはほとんどのマルワリ

資本の本拠地であり。そのかなりの資本が西ベンガル州

の共産党の拠点、に投資されていた。したがってマルワリ

にとって，民間部門の将来に対する主要な脅威は会議派

の社会主義ではなくて，ありうべき共産党の政権奪取に

あった。かくして，ピルラ財閥の一部を含む大マルワリ資

本の大部分が， 1967年の総選挙に際して，G・D・ビルラ

の政治的状況について判断を排したが，総選挙後の西ベ

ルガル州での統一戦線政府の体験を通じて，G•D ・ビル

ラの現状認識の正確さと，会議派がいかになくてはなら

ないものであるかを痛感したのであるJ(pp. 215～216）。

ピルラ財閥と並び称せられるタタ財閥に関して，それ

が急進的左翼が比較的~!iv、マハーラーシュトラ州やグジ

ャラート州を基盤としていること，さらに"7／レワリ系企

業グルーフ。に比較して社会的にも組織的にもより近代化

しているところから，イデオロギー的，政治的対応での

ビ‘ルラ財閥とのニュアシスの差が指摘されている。タタ

財閥はイデオロギー的にみて，より古典的な自由主義を

標傍しており，会議派社会主義を私的資本に対する主要

な脅威と見なしているとし，初期は「自由企業のための

フォーラム」（Forumof Free Enterprize）を通じて，後

にはスワタントラ党の創立にカを借すことによって会議

派社会主義に抵抗してきたと指摘している(p.216）。
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しかし，コチャネック自身も指摘しているように，タ の考えは自動的には適用しない。外国資本とインド資本

タ財閥は会議派との結びつきをも一貫して保ってきてお 間の敵対関係は，相互の強力な支持関係に座を譲った。

り，簡単に領型分けすることは危険であろう。 1955年初 それは，外国資本で茶，ジュートなどの伝統的業種にた

めの会議派全国委員会（AICC）でー「社会主義型社会J ずさわっているものは既得権益を守ろうとしているが，

の構想をはなぱなしく打ち出したジャワハルラル・ネル 新しい世代の製造業中心の外国資本はインド土着資本と

ーとタタ財｜視との関係は密接であり，ネルーとピルラ財 結びっく立場にあり，きわめて積極的なロビー活動を展

閥との関係法むしろ緊張していたという（p.226）。タタ 関するようになってヤるという（p.316）。

は，総選挙の際，スワタントラ党と並んで，会議派に多 さて，コチャネックは公共部門の比重がインドにおい

額の選挙資金を提供しており，第4次総選挙の際，エコ て意外に低いとして，民間部門の優位性を主張している。

ノミック・タイムズの調査によると， 126の企業が会議 公共部門の比重は，アメリカ，日本の方が高いとしてい

派に対して737方ルピーの援助をしたが，そのうちの34% る。しかし，コチャネック自身も例示しているように，

の額ば，タタとビルラ系企業からであったといわれる 資本財生産部門での国営企業の比重が大きく，質的側面

(p. 233）。 からみれば，インドの工業化において公共部門のもつ意

コチャネックは必ずしも明確な言葉では述べていない 味はきわめて大きいといわざるをえない。注意すべきこ

が，ビルラ，タタにとって，会議派社会主義は部分的に とは，民間部門と公共部門を対立させて考えるのではな

不満はあづても，それ以上の左傾化をチェックする意味 く，インドのような後進資本主義で，先進資本主義国の

でも支持しているといえるであろう。会議派の社会主義 ブルジョアジーと比較して相対的に弱体な地位にあるイ

は，イデオロギー的には，ブルジョアジーの指導権を維 ンド・ブルジョアジ｝にとって，公共部門主導型の工業

持したものであったとはいえ，労働運動，農民運動まで 発民はある意味でやむをえざる面があったのではないか

民族運動に導き入れざるをえなかったといろ歴史的条件 とし、うことである。 「社会主義型社会」はそのイデオロ

が反映されているのではなかろうか。コチャネックはそ ギー的修飾であったともいえるのである。コチャネック

の点での歴史的条件は述べていな」、。 の結論である「生産増大Jと「経済開発」が軸となって

おり，そこから会議派社会主義は単なる政治的イデオロ

V ギーとしてだけでなく，現実の経済過程に一定の根拠を

もつものとして考えられるべきであろう。
会議派社会主義はイデオロギーとしてだけでなく，具

体的には公共部門企業の創設と「統制経済Jとして現出 VI 

される。 「統制経済」の具体的形態は，国家権力が直接

に市場機構に立ち入って，価格，数量，取引条件，投資 インドは独立以来とにもかくにも議会主義の枠内で動

活動を統制しようとする点に現われる。コチャネックが いてきており，このことが財界の政治に対する影響力の

財界の政治への影響力をみようとして示した例示は，佃i 行使の仕方を規定している。この条件は，単に官僚対策

格政策と特許法に関するものである（pp.301～318）。 だけでなく，議会対策，選挙対策の比重を大きくしてい

一つは，綿花業者が1967年に綿花価格を統制の対象か るのである。コチャネックが，さまざまなルートを通じ

らはずさせたことであり，もう一つの例は，財界からの る影響力行使のあり方を分析しており，その実証的研究

運動にもかかわらず， 1971年に特許規定が改正されたこ は高く評価されるべきである。日本でのインド政治研究

とである。前者を民間資本側が勝った例， f走者を敗北の で．短絡的な「階級基盤」論が一部でみられるが，この

例として挙げている。諮問委員会，議会，滋会内の会滋 kうな地道な実証的研究での論証はまだ十分であるとい

派，大臣と1r僚に対する猛烈なロビー活動を摘し、ており， える段階にはなL、。コチャネックのこの労作は，今後の

興味深い記述となっている。特に後者の場合，特許法改 具体的側面の研究への手がかりとなるであろう。

正に反対する外資系企業とインド政府との聞の問題があ コチャネックの研究は議会制度が比較的うまくメカナ

る。コチャネックは，インドにおける外国企業とインド イズしている場合を前提として，議論していることが特

土着企業との関係の変化を次のように指摘している。以 徴である。しかし，59年のケララ州，あるいは1967年以降

前は，外資関係の政策を打ち出す場合，インド政府はイ の西ベンガノレリートlなど議会制度自身の危機が招来される場

ンド土着資本に依拠すればよか .＿ .fこ伶 LかL. もはやこ （；＇の財界の対応は対象からはず主れてし、る。しかし，政治
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的与件自身の変化そのものをも対象内にいれた財界と政

治との関係の考察もなされなければならないであろう。

なお，コチャネックは，財界は民間企業に対する経済

統制関係には強い関心を示すが，政府の外交政策に関し

てはほとんど関心を示さないと断定している（p.328）。

しかし，この辺の実情はいまだ十分分析されていないと

いうことなのではないだろうかと思われる。政治に最も

大きな影響力をもっ「インタレスト・ク守ループ」が外交

政策に関心をもたないことは常識的にみでありえない。

また消極的追認という形態をとるにしろ，財界人は外交

に対して意見を表明しているケースが散見される。ネル

ーの「非同盟外交」にしろ， 1971年8月に調印された印

ソ平和友好協力条約にしても，財界の消極的にしろその

了解のわく内であるとみることが妥当であろう。

VI[ 

最後に，コチャネックが指摘しているその他の興味あ

る点を列挙しておきたい。

インドの政治的風土が，財界に対して好意的でないこ

と，そして，政策決定の中央集権化が進み，経済計画が

導入されたという条件のなかで，財界はその代表を議会

に送り出すよりも，行政面，特に官僚のトップに影響力

をおよぼすことにカを注いできた（p.198）点は興味ある

指摘である。財界人自身が国会議員に立候補しでも，

1971年の第5同総選挙のように軒並み敗北している。開

会議員の10%は企業家出身であるが，いずれも中小資本

家である。

しかし， 1950年代は比較的議会のロビー活動にはカを

入れていなかりた財界も， 60年代初の頃から自信をもち

はじめ，ロピイシグのやり方は今までよりアグレシブに

な円てきているという（p.263）。

財界の行政権，官僚 (ICS-IAS）への接近と影響力は，

独立以来次第に強化されているといわれるが，各財閥・

企業は政府との不断の接触をはかるために，各々の出張

所。、わゆる industrialembassy）をニューデリーに設

置している（p.290）。出張所の要員として，官僚機構の

上層部分をわたり歩き，行政関係に通じてャる ICS（イ

ンド文官サーピス）， IAS （インド行政サービス〕の経

験者を多く採用している。小企業や小財閥は，独自の出

張所をもつだけの余裕がなく，フリーランサーのリエゾ

ン・マンに依存している。財閥は各大臣に対して，政治

資金を提供し，大臣の親族に対する就職の保証などで接

近することが多いといわれる（p.296）。
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国民会議派に対する接近には，会議派全国委員会

(AICC)などの開催地での設営，その他の便宜の提供を

財界は一つのルートとしている（p.297）。

財界と官僚，政治家との聞には贈収賄や腐敗関係が指

摘され，大きな社会問題になっていることも，コチャネ

ックは指摘している。

（動向分析部清水学〉

本誌の定価改定について

月刊『アジア経済』は，当研究所の機関誌であ

ると同時に，わが国における発展途上地域の経済，

政治，社会などに関する学術誌としてひろくご愛

読ャただいておりますが，最近の印刷費などの値

上がりのため，現行の定価を維持していくことが

困難となってまいりました。

つきましては，昭和50年1月（第16巻第1号〕

から 5同円に改定させていただく，ご了承賜わり

ますようお願い申しあげます。

なお，定期購読をいただいておりますかたがた

には，本誌の販売委託先の胸アジア経済出版会か

ら別途ご連絡をさせていただきます。

昭和49年11月

アジア経済研究所


